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令和  年  月  日 
農地所有適格法人 要件説明書 

 
法人の名称： 
代表者氏名： 
法人の住所：〒   －     
電話番号： 
 （代表者の住所連絡先） 
 
１ 法人の概要 

⑴ 設立年月日： 
⑵ 法人の組織形態： 
⑶ 出資金（資本金）： 
⑷ 添付資料：登記簿謄本、定款（写し）、組合員名簿又は株主名簿の写し 

 
 
２ 事業計画書 
  全体、初年度 
  別紙「事業計画書」参照 
 
３ 経営農地一覧表（別紙参照） 
 
４ 作物ごとの作付状況および販売額（別紙参照） 
 
５ 法人の行なう事業（別紙参照） 

⑴ 関連する事業内容とその販売額 
 ⑵ 農業に該当しない事業 
 
 
６ 構成員（別紙参照） 

⑴ 構成員 
 ⑵ 役員 
 
７ 所有する農業機械・施設 
  別紙「事業計画書」参照 
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事業計画書 
１ 農業用施設および耕作地の状況 

⑴ 耕作地の状況 
 地目 設立時（ａ） ３年後目標（ａ） 

借入地 
 
 

  

所有地 
 
 

  

 
⑵ 農業用施設および機械 

施設・機械の名称 
規模、性能等 

現状 ３年後の目標 
   
   
   
   
   
   
   

 
２ 収支計画 
 ⑴ 設立３年後の売上目標 

売上種目 作付面積（ａ） 生産量（ｔ） 売上目標（千円） 
    
    
    
    
    
    

 
 ⑵ 設立３年後の農業労働力の目標 
 
    取締役    名（うち法人構成員の常時従事者  名） 
    従業員    名 
    パート雇用  名   約年間  日 
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経営農地一覧表 

番号 場所 所有者 面積(㎡) 地目 
所有権 

賃借権 使用貸借権 その他 
出資 譲渡 

1          
2          

3          

4          

5          

6          

7          

8          

9          

10          

11          

12          

13          

14          

15          

16          

17          

18          

19          

20          

21          

22          

23          

24          

25          

26          

27          

28          

29          

30          

31          

32          
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作物ごとの作付け状況及び販売額 
作物名 面積・頭羽数 販売額（円） その他 

    
    
    
    
    
    
    
    

合計    
 
法人の行なう農業関連事業 

事業名 製品・作業名等 販売額（円） その他 
    
    
    
    
    
    
    
    

合計    
 
法人の行なう農業に該当しない事業 

事業名 内容 販売額（円） その他 
    
    
    
    
    
    
    
    

合計    
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構成員 
⑴ 農業関係者(権利提供者、常時従事者、農作業委託者、農地中間管理機構、地方公

共団体、農業協同組合、投資円滑化法に基づく承認会社等) 

氏名又は名称 
議決権 

の数(口) 

構成員が個人の場合は以下のいずれかの状況 

農地等の提供面積(㎡) 農業への年間従事日数(日) 農作業委託

の内容 権利の種類 面積 直近実績 見込み 

       

 

議決権の数の合計 
 

口 
 

農業関係者の議決権の割合 
 

％ 

 その法人の行う農業に必要な年間総労働日数：    日 

 

⑵ 農業関係者以外の者（⑴以外の者） 

氏名又は名称 議決権の数(口) 

  

 

議決権の数の合計 
 
   口 

農業関係者以外の者の議決権の割合    
 
   ％ 
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役員（農事組合法人にあっては理事、合名会社、合資会社にあっては業務執行権を有す

る社員、株式会社又は有限会社にあっては取締役を｢業務執行役員｣という。） 
⑴ 理事、取締役又は業務を執行する役員全ての農業への従事状況 

氏名 住所 役職 

農業への年間従事
日数 

 

必要な農作業への

年間従事日数 
直近実績 見込み 

直近実績 見込み 

       

  

 

⑵ 重要な使用人の農業への従事状況 

氏名 住所 役職 

農業への年間従事
日数 

 

必要な農作業への

年間従事日数 
直近実績 見込み 

直近実績 見込み 

       

（⑵については、⑴の理事等のうち、法人の農業に常時従事する者（原則年間 150 日

以上）であって、かつ、必要な農作業に農地法施行規則第８条に規定する日数（原則

年間 60 日）以上従事する者がいない場合にのみ記載してください。） 

 

 


